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MOT studies in Japan explain a historic background of MOT creation in U.S.A. only 
as measures to a competitive disadvantage in comparison with Japanese companies. 
However, this viewpoint leads mistake to understand the essence of MOT. In general, 
we need to understand a historic background of MOT creation as measures to an 
absolute economic decline of U.S.A. itself. MOT is a historic product that the postwar 
U.S.A. produced from a collapse process of Pax Americana. Therefore American 
companies want MOT “inevitably”, and MOT can fit American companies “inevitably”. 
But, as everyone knows, MOT in Japan isn't produced from a historic experience of 
Japan itself. Therefore Japanese companies don't want MOT “inevitably” and MOT 
cannot fit Japanese companies “inevitably”. As soon as possible, Japanese companies 
must find the inevitability of MOT from the history of themselves. If Japanese 
companies could find it, they can use MOT well. 
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を見て取る（根本, 2006, p.4）。例えば、MIT では1988年に「LFM（Leader for 
Manufacturing）」が開始されているが、これはまさに日本製造業に対抗し得るリーダ
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単純化された企業観のようでもある。すなわち、MOT とは、A 企業が B 企業に劣る
部分を改善するための、新たな経営手法の一つである、という具合である。たまたま、
1980年代は A 企業が米国企業であり、例えば商品化開発力そのものや統合的品質管理


































めた最大の要因であると指摘されているのである（倉田, 2000, p.168）。 
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（Melman, 1972, p.184, 高木, 1972, p.282）、基本的に民間企業にとっては「軍需
品の市場で必要とされる経営方法とかコスト、技術が民間市場には適合しない」から





定の応用目的に縛られない自由な基礎研究を励ますことである（DeGrasse, Jr., 1983, 



















であった FDI が、逆にパックス・アメリカーナの終焉を導いたともいえる。 









第一の要因である優位技術の拡散問題とは、当時の EEC（European Economic 
Community）市場への参入を目的とした FDI そのものによって引き起こされた現象

























































⑥ 米国企業の FDI が受入国の経済ナショナリズムを喚起してしまい、様々な妨害や





























に執心している、というものであったという（Hayes and Abernathy, 1980, p.74, 
佐々木, 1980, pp.74-75）。 
「アメリカの経営者たちは、生産のエキスパートというよりは、財務の専門家と化
してしまった。彼らは、自分の会社の製品についてほとんど無知であり、製品に関す
る知識など必要なしと見なしている（ハルバースタム, 1993, p.64）。」 
こうした「現場を知る社長職を経ることなく財務スタッフが CEO 又は会長に就任」
している「『財務管理主導』型企業」の代表例としては、1950・60年代の Xerox や1960・
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よる経営（management by the numbers）”に専念した結果として、競争の武器たる
長期的な技術優位を否定してしまったのである。結局、かれらは戦略的責任を放棄し





and Pratt, 1988, p.184, 小林, 1990, p.274）」、という指摘は正鵠を得た表現であ
るといえよう。 
 
3. 戦後米国の歴史的所産としての MOT 
いささか回りくどい作業ではあったが、パックス・アメリカーナの崩壊過程を再検





なぜ米国に MOT が創造されたのか、という問いへダイレクトな答えにもなる。 
 
図表2 パックス・アメリカーナ崩壊と MOT 創造の相関性 
パックス・アメリカーナ崩壊の分析内容 MOT の提言内容 
軍事経済化 品質・コストへの無関心 商業的実用化の重視 
海外生産に伴う技術拡散 ブラックボックス化への過信 知的財産権の重視 
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考えることができるのである。 
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【注】 
（1） 例えば、延岡（2006）においても、「数量的手法や分析に過度に依存した意思決定（延岡, 2006, 
pp.30-31）」の危険性について、同様な指摘がなされている。 
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